
令和 8 年 7 月 17 日 

遠賀町内中小企業景況調査 

（令和８年 4 月-6 月期） 

調査：遠賀町商工会 

 

［調査要項］ 

①調査方法 遠賀町商工会 LINE 公式アカウントによる WEB 回答 

②調査対象 遠賀町商工会会員事業所 

③調査時点 令和８年 7 月 1 日 

 

今回のアンケートの回答は、全体の３分の２が商業・サービス業で占められており、次いで

建設業という構成になっている。 

 



売上傾向については、前年同時期に比べ「横ばい」という回答が増加しており、景気が底 

を打っている状況が見て取れる。 

 

 
利益の状況についても売上の現状と同様に、前年同時期からの改善が見られず、経済環境

の悪影響を乗り越えるだけの力強さは見受けられない。 

 

 

資金繰りについては、中東情勢や長引く円安の影響も相俟って前年同期に比べ「好転」

という回答が減少している。融資制度等、更なる国の支援策が望まれるところである。 

 



 

従業員数は、「増加」という回答が殆どなく、構造的人手不足に加え、物価を上回る賃

上げのペースについていけず、雇用を見送るケースが散見される。 

 

 

新たな資金調達ついては、前年同時期に比べて「設備導入のため」という回答が増加して

おり、人手不足を設備による効率化で補いたいというニーズが見て取れる。この点について

も、中小企業の事業継続性の観点から、国や自治体からの新たな支援策が求められるところ

である。 

 



 

景況感については、前年同期に比べて「悪い」という回答が増加している。今回の調査対

象が商業サービス業中心ということもあるが、コストを賄える利益が創出できていない

状況が見て取れる。 

 

 

 

景況感の今後の見通しは、更に悪くなると回答した企業が半数を超えている。やはり、税

制の優遇措置などを始めとする景気刺激策が期待されるところである。 

 



課題としては、中東情勢や円安の影響も相俟って「売上利益の減少」が過半数を占めてい

る。また、今回の回答事業者が商業・サービス業中心ということもあって「集客力・販路

開拓力不足」も半数近い回答になっている。また、「人件費の上昇」や「設備・機械の老

朽化」という回答も依然多く、攻めの経営よりも守りの経営を強いられている状況が窺え

る。そうした状況を踏まえた上で、特に自治体に中小企業の経営改善に資する施策の検討

を期待したい。 

 


